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東京大都市圏における韓人ニューニューカマーの
トランスナショナルな移住と居住地選択

東京大学人文地理学研究　23　13-37 2020　

申 知燕（早稲田大学教育・総合科学学術院）

　本研究は，東京大都市圏における韓人（韓人）を事例に，グローバル化とともに顕著にみられるようになっ

たトランスナショナルな移住者に注目し，かれらの移住行動がグローバルシティの都市空間に及ぼす影響を

明らかにしようとした．韓国の経済成長による移住者の高学歴化・専門職化と，日本政府の高度人材誘致戦

略が相まった結果，1990 年代以降の東京においては韓人留学生およびホワイトカラー労働者移住者が増加し

た．かれらは，キャリア形成のために日韓両国および第三国を行き来しながらトランスナショナルな移住を

続けている層である点や，東京大都市圏において分散居住しながら必要に応じてコリアタウンおよびオンラ

イン上のエスニック・コミュニティを使い分けるという点で従来のオールドカマーやニューカマー移住者と

は異なり，ニューニューカマーとして区別される．かれらの存在から，トランスナショナルな移住者の行動

が集住地を含む都市空間に変容をもたらしていることが把握できる．
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Ⅰ　はじめに

１．研究の背景および目的

1980 年代から急激に深化したグローバル化お

よび新自由主義的な資本主義は，国際人口移動の

性格を大きく変化させてきた．戦後の先進国に

おいては，主に賃金差もしくは期待賃金の差に

起因する国際移住が多く見られており（Todaro 

1969; Harris and Todaro 1970），移住者は経済

的な安定を求めて発展途上国から流入する労働移

民者で，移住先で永住し，いずれは移住先の社会

に同化していく存在として描かれてきた．しかし，

1980 年代以降の新自由主義的な資本主義の登場

とグローバル化の進展は，金融業や生産者サービ

ス業を主軸とした政治・経済的中枢機能が集積し

たグローバルシティ (Sassen 1991) を誕生させ，

国際移住の方向までも変化させた．グローバルシ

ティが必要とする労働力は，中枢機能の管理者と

なり得るグローバルエリート，およびかれらのた

めにサービス労働を行う低賃金労働者層であり

（Csedő 2008; May et al. 2013），グローバルシ

ティは国内からはもちろん，世界各地から両極化

した２つの集団を吸収してきた．

日本においても在留外国人は年々，増加してお

り，特に近年は東京と首都圏における外国人の集

中が顕著に見られる．もともと，日本における国

際移住者は，戦前から戦後直後までに歴史的な理

由により渡日した韓国系および中国系のオールド

カマー移住者と，戦後の高度成長期を経験し，先

進国となった日本において労働移住を経験し，の

ちに定住したニューカマー移住者に分けられるが

（成田 1995），いずれもブルーカラー労働者とし

て東京や大阪などの大都市に流入する傾向が強

かった．一方で，東京のグローバルシティ化や，

日本全体における少子高齢化はグローバル人材へ

の需要を生み出し，かつての移住者の中ではあま

り見られなかった一般ホワイトカラー層の流入を

もたらした．しかしながら，いわゆる「高度人

材」（三浦 2013）や元留学生（葦原ほか 2019）

といった一部の集団の属性を把握する研究はある

ものの，労働移住ではなく，移住前の社会関係や

学歴をもとに，自国とグローバルシティとしての
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東京を行き来する近年の移住者の動向について分

析できた研究は少ない．また，1970 年代以降渡

日した移住者は，上述した近年の移住者も含めて

ニューカマーとしてみなされるが，近年の移住者

の行動を把握した上で，そのような区分が現実を

反映しているのかについての考察も必要である．

このような新たな移住に関しては，トランスナ

ショナリズムの枠組みを取り入れることで，より

有効な分析が可能と考えられる．トランスナショ

ナリズムとは，「国民国家にわたる，連続した越

境的な関係，交換のパターン，連携や社会形成」

（Vertovec 2009: 2），すなわち，長期間にかけ

て，規則的かつ頻繁に複数の国家を行き交いなが

ら，多元的な帰属意識やネットワークを形成する

現象と言える（上杉 2004）．同概念は，国際移

住に関連して，送出国と受入国，そしてその他の

国々を多方向的に行き来しながら，母国や経由地

で形成したアイデンティティや人的ネットワーク

を維持し続ける移住のあり方をさすようになった

（Thapan 2005: 大井 2006）．トランスナショナ

リズムの視角は，グローバルなネットワークを構

築しながら移住を続けている層の存在に気づき，

またかれらによってもたらされた変化を把握する

際に役立つと考えられる．

一方，地理学においては，国際移住者の都市内

部における分布や，またその空間的分布と移住行

動の関連性についての研究が続けられてきた．東

京においては，是川（2009）や福本（2010）な

どが東京 23 区のスケールから民族ごとの住み分

けについて分析を行なった他，エスニック・グルー

プを基準に，池袋におけるチャイナタウンの形成

（山下 2010），竹ノ塚におけるフィリピン人の集

住（阿部 2011），新大久保のコリアタウン（浅

野 1997）など，それぞれの集住地の立地，形成

要因，内部構造などを把握する研究も蓄積されて

きた． 

しかしながら，これらの研究が想定している移

住者の空間は，新規流入した労働移住者向けにエ

スニックなサービスを提供する，インキュベー

ターとしてのエスニック・エンクレイブ（Portes 

and Bach 1985）であった．すなわち，移住先

の労働市場に直に参入できるほどの経済的・社会

的資本を備え持っていない移住者に住居と職業，

そしてコミュニティを提供する集住地が存在して

おり，移住者は移住先の社会に適応するまでは集

住地に一時的に包摂され，エスニック・コミュニ

ティの手助けをもとに経済的・社会的基盤を形成

するという考え方を暗黙の前提としている．しか

し，移住者の社会経済的な背景や職業が異なると，

移住先の都市における分布や行動様式，集住地と

の付き合い方にも変化が生じる．そのため，変化

していく移住者の存在に加えて，移住による都市

空間の変化に対しても検討が必要である．

申（2018）は，以上の議論を踏まえ，アメリ

カ・ニューヨークにおける近年の韓人（以下、韓

人 1)）を事例に，1980 年代半ばまでの韓人がア

メリカでの永住を試みた労働移民者であった反

面，1980 年代後半以降の移住者はキャリア形成

のためにグローバルシティとしてのニューヨーク

を行き来する，トランスナショナルなホワイトカ

ラー層である点で従来の移住者と異なることを明

らかにしている．同研究では，両者の属性の違い

がニューヨークにおける居住地選択や集住地利用

の差にもつながることを指摘している．また，申

（2019）は，ニューヨークに加え，イギリス・ロ

ンドンでも韓人を対象に同様の調査を行い，複数

のグローバルシティにおいて韓人のトランスナ

ショナルな移住がみられており，かれらは職業や

家族構成によって，典型的なエスニック・エンク

レイブではなく，市内中心部もしくは良質な郊外

住宅地に居住することを示した．ただし，これら

の研究は非常に多民族化が進んでいる欧米都市に

おける，戦後の資本主義にもとづいた韓人移住に

焦点を当てているため，東京においても同様のこ

とが言えるとは限らない．

そこで，本研究では，近年の東京大都市圏を事
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例に，グローバル化とともに顕著に見られるよう

になったトランスナショナルな移住の様相を把握

し，これらの移住がグローバルシティの都市空間

にいかに反映されるのかを明らかにしようとす

る．

２．研究方法

本研究では，東京 2) における韓人を取り上げ，

トランスナショナルな移住の特徴と都市空間への

影響を把握することを試みる．東京の韓人につい

ては多くの研究蓄積が見られているが，それらの

多くは，在日コリアンとも呼ばれる韓人オールド

カマーの人権や法律，歴史，アイデンティティ，

もしくは 1970 年代以降移住した韓人ニューカ

マーの移住と定住に関するものである．かれら

は 1980 年代までの日本において最も大きいエス

ニック・マイノリティ集団であったため，かれ

らの国際移動の歴史と過程に関する研究（キム

2011 など）が多数なされた他，東京の都市開発

と下層民の居住地を論じる過程で韓人の流入が言

及されることもあった（ゾ 2013）．かれらの集

住地については，主に三河島と枝川，新大久保に

関する研究が多く（浅野 1997; 奥田ほか 1994; 

キム 2010），中でも新大久保の場合は韓国人居

住者の特性分析，商業施設の集中メカニズムなど

に注目が向けられている．しかしながら，韓国が

送り出している移住者の特性は，韓国の経済発展

に伴って大きく変化している．特に 1980 年代以

降の韓国社会は平均所得および教育水準の劇的な

向上を経験し，従来の出稼ぎ労働者は留学生や海

外就職者などに代替されている．既存研究では，

韓人移住が高学歴化しているという漠然とした指

摘はあるものの（ジ 2012），このような状況の

変化をも内包しうる研究視点への変更に十分な言

及がなされておらず，未だ韓人の質的な変化，ま

たかれらによる都市空間の変化に関しての実証研

究に基づいた議論は不足している．

そこで，以下では，まず日本における移住政策

の傾向，およびその政策の結果として流入した国

際移住者の推移を整理する（Ⅱ）．次に，事例地

域となる東京における外国人分布，中でも韓人の

現状とかれらが形成した集住地の状況を概観し

（Ⅲ - １），比較的近年の移住者に焦点を当て，在

留資格をもとに調査対象を定める（Ⅲ - ２）．そ

の上で，アンケートおよびインタビューデータを

もとにかれらの移住行動を確認し，社会経済的属

性や移住行動全般を把握する（Ⅳ）．また，かれ

らが東京においていかに居住地を選択し，集住地

やエスニックコミュニティと関係を持つのかを把

握する（Ⅴ）．最後に，東京における近年の韓人

が持つ意味と，かれらの存在が都市空間に及ぼす

影響について論じる（Ⅵ）．

本研究のための調査は，アンケートとインタ

ビューの２方式で実施した．アンケートは主に社

会人と留学生を対象としており，紙媒体，なら

びに同様の質問が入力されているオンラインアン

ケートの両方で行った．留学生は，国費留学生（日

本政府奨学金受給者）と私費留学生の間に経済的

な差からくる行動の違いが見られる可能性がある

ため，両者を分けた調査を行った．国費留学生は

文部科学省研究留学生会 3) を中心に，また私費留

学生に対しては，単一大学では最も留学生数が多

いことで知られている早稲田大学の韓国人留学生

会 4) を中心に，2016 年から 2018 年にかけて調

査を行った．社会人と一部語学留学生においては，

雪だるま式サンプリング法で同様のアンケートを

配布した．しかし，私費留学生集団の回答率の低

さや，ひとつの会社や学校に所属している韓人の

絶対数の少なさにより，まとまったサンプルを確

保できないという問題があったため，Facebook

上で形成されたオンラインコミュニティである

「東京韓国人会」にアンケートを掲載し，追加的

に回答者を確保した．回答数は全体で 151 件で

あったが，重複回答を除いた 148 件を分析対象

とした．アンケート回答者のうち，同意が得られ

た回答者に対して半構造化インタビュー調査を実
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施し，アンケートの質問項目に関してより詳細な

情報を得た．インタビュー回答者は合計 24 名で，

アンケート回答者が 21 名，アンケートは行わず

インタビューのみ行った回答者が３名である．

Ⅱ　日本における出入国政策と韓人の増減

1899 年に制定された国籍法により，父系血統

主義を前提とする単一民族主義が提示されて以

来，日本において公式の「移民」政策は存在せず，

日本政府は，外国人の入国を厳しく管理・統制し，

定住を制限する方向を維持してきたが，特殊な歴

史的経緯や日本社会における労働力需要に対応し

て，オールドカマーやニューカマーといった，時

代別に特徴的な移住者集団が生み出された．20

世紀初頭の日本は，アジア諸国から労働人口を補

う方向に動き，朝鮮半島からはオールドカマーま

たは在日コリアンと呼ばれる韓人が日本に大規模

に流入するようになった．具体的には，1910 年

〜 1945 年における各種制度による朝鮮半島の経

済的貧困，日本の工業発展による労働力需要の増

加，戦時の総動員令などが原因となり，1910 年

代には留学生，公務員，労働者，1920 年代には

単身の出稼ぎ労働者，1930 年代には定住目的の

家族同伴移住者，1938 年以降は徴用・徴兵令に

よる移住が続いた（ジ 2012）．そのうち，終戦

後も日本に残留した約 46 万人の韓人オールドカ

マーが日本に定住するようになった 5)． 

終戦後は，1951 年からの出入国管理法および

1952 年からの外国人登録法が施行されたが，外

国人の流入を制限する方針は一貫していた．それ

でも，1970 年代から，中国残留孤児の帰国やイ

ンドシナ難民の受け入れ，さらにバブル景気や円

高による出稼ぎ労働者などによって外国人人口の

増加と多様化が進んだ．1980 年代以降，日本政

府は外国人を選別的に受け入れる政策を実施し，

高度人材や，潜在的な高度人材としての留学生に

対する誘致政策 6) をとっている．一方で，非熟練

労働者を公式に受け入れることはなかったが，「定

住者」としての日系ブラジル人や，外国人技能

実習生（旧外国人研修生），さらにアルバイトと

して働く留学生などで製造業やサービス業におけ

る労働力需要を補った．これらの出稼ぎや留学を

きっかけに渡日し，定住するようになった移住者

は，オールドカマーとは移住の動機や時期が異な

るため，ニューカマーと呼ばれるようになった．

韓国からも継続的にニューカマーが渡日してお

り，初期の韓人ニューカマーは，工場労働者や日

雇い労働者，繁華街周辺での就業者が多かった．

しかし，1980 年代から韓国社会が経済成長を遂

げ，高等教育を受けた専門労働力が増加しために，

韓国政府が 1989 年から施行した海外旅行自由化

措置以降は，出稼ぎ労働者は減少する一方で，大

学・専門学校・日本語学校への留学生，多国籍企

業の日本支社や日本企業に就職・転職した社会人

などのホワイトカラー層の流入が急増した． 

2020 年の在留外国人統計によれば，現在の韓

国・朝鮮籍人口は合計 463,154 人，そのうち韓

国籍者が 435,459 人，朝鮮籍者が 27,695 人であ

る．特別永住者 7) は 305,615 人であることから，

ニューカマーおよびニューニューカマーは約 15

万人と見られる．オールドカマーの一部は日本に

帰化しており，その数は約 35 万人程であると推

定されている．

Ⅲ　東京都23区における韓人移住の現状

１．東京都 23 区における韓人の集住地

東京都区部における外国人人口は 1980 年代か

ら概ね増加傾向にあり，1995 年のバブル崩壊後

と 2011 年の東日本大震災後の２〜３年間を除

いては継続的に増加している．2020 年１月時点

の東京都区部における外国人は約 485,967 人で，

外国人が最も多い区は新宿区，江戸川区，足立区，

江東区，板橋区の順となっており，住宅価格が比

較的安価なインナーシティへの流入が著しい．新

宿区では，かつてコリアタウンとして有名であっ

た新大久保が多国籍タウンと化している他，大学
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や日本語学校などの教育施設が留学生層を吸収し

ている．また，中国人が江戸川区および江東区，

足立区，板橋区に，インド人が江戸川区に，アメ

リカ人が港区に集住しているなど，出身国別にも

分布が偏っている．

同時期の東京都区部における韓人人口数は

79,795 人であり，その分布を見ると（表１），か

れらが移住してきた時期によって集住の度合いや

景観の異なる数カ所のコリアタウンを形成してい

る．また，オールドカマーの集住地に一部のニュー

カマーが流入することはあるが，基本的にそれぞ

れの拠点は異なっており（田嶋 1995），オール

ドカマー層は，荒川区，江東区，足立区などにお

いて，またニューカマー層は新宿区において集住

する傾向がある．

韓人オールドカマーは，1910 年代から大阪に

渡日し，低賃金の非熟練労働に就いていたが，そ

のうちの一部は職を求めて東京に再移住し，民間

工場や都市インフラ関連業に従事するようになっ

た．オールドカマーの居住地は，東京市の都市整

備によって居住環境が悪化し，下層民居住地化し

たインナーシティ地区 8) の中でも，零細工場や安

価な住宅，闇市のある地区に形成された．例えば，

オールドカマーは，1920 年代から三河島町，千

住町，南千住町の皮革産業関連の零細工場に流入

した人々や（浅野 1997），1930 年代の東京オリ

ンピックおよび万国博覧会の開催準備の過程で不

良住宅地区が整備された際に枝川町および潮崎町

の簡易住宅に移住させられた人々（キム 2010）

で構成されており，それぞれの地区に集住地を形

成している．また，戦後の上野の闇市ではエスニッ

クな差異が比較的目立たなかったことから，オー

ルドカマーが流入し，小売業に従事したのちに，

1948 年頃から東上野の商店街付近に「上野親善

マーケット」を形成した 9)．

かれらは，それぞれの地区において故郷や大阪

で得た人的ネットワークを活用したコミュニティ

を形成していたが，地域社会に「沈潜」し，その

コミュニティを目立たせない戦略をとっており

（浅野 1997），産業面でもエスニック・ビジネス

よりは皮革産業に特化している．数少ないエス

ニック・ビジネスや教育施設においても，エスニッ

クな表象を明示することは避けているため，集住

地が景観として目立つこともない（図１）．

一方で，ニューカマーの集住地として知られる

新宿区新大久保（図２）は，1980 年代以降，歌

舞伎町内外で勤務する外国人労働者や，近隣の日

本語学校に在籍する留学生・就学生が増加する

につれて，多国籍な集住地となった 10)．その後，

職安通りや明治通り付近を中心とする韓国系の商

業施設が徐々に拡大し 11)，2002 年のサッカー W

杯日韓共同開催をきっかけに日本社会で韓国文化

1990 年 2000 年 2010 年 2020 年
総数 90,216 97,163 116,158 98,536
区部 75,814 81,296 98,408 83,289
千代田区 400 371 440 494
中央区 256 495 1,056 1,560
港区 2,463 2,368 3,718 3,530
新宿区 7,079 8,928 14,332 10,266
文京区 2,205 2,141 2,272 1,746
台東区 3,314 3,874 4,501 3,131
墨田区 2,141 2,074 2,364 2,049
江東区 4,220 3,621 5,365 4,751
品川区 2,772 2,345 2,629 2,673
目黒区 1,629 1,504 1,560 1,571
大田区 4,545 4,145 4,122 3,787
世田谷区 3,679 3,895 4,344 4,561
渋谷区 1,774 1,696 1,817 1,704
中野区 2,449 2,946 4,168 3,465
杉並区 2,626 3,134 3,531 3,032
豊島区 2,986 3,156 3,573 2,715
北区 2,626 3,204 3,416 2,727
荒川区 6,253 6,895 7,281 5,194
板橋区 2,735 3,356 4,236 3,724
練馬区 2,842 3,418 4,674 4,757
足立区 8,881 8,927 8,738 7,897
葛飾区 3,630 3,792 4,276 3,392
江戸川区 4,309 5,011 5,995 4,563
市部 14,272 15,712 17,588 15,092

東京都における区別韓人人口数の変化表１

登録外国人統計（1990年〜2010年），在留外国人統計（2020
年）より作成．

（人）
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への関心が高まった際に新大久保はコリアタウ

ンとしてメディアに取り上げられ（山下 2011），

日本人を対象としたエスニックタウンに変化した
12)． 

中央区，中野区など，都内中心部での人口増加が

著しくなっている．そのため，集住地以外の場所

に居住する韓人はニューカマーよりも後に渡日し

た移住者で，集住地内に居住する韓人とは異なる

性格を持っている可能性を考慮する必要がある．

また，東京を含む首都圏（関東圏）の韓人を関

西圏の韓人と比較すると 13)，30 歳代までの韓人

若年層は関東圏に集中しているが，50 歳代以上

になるとその関係は逆転しており，関西圏に高齢

者層の韓人が集中している（ドン 2013）．関西

圏がオールドカマーを中心としていること，また

その一部が関東圏に流入したことを考えると，関

東圏で見られる若年層の増加は，オールドカマー

の家族というよりは新たに流入した移住者の存在

によるものと考えられる． 

２．韓人ニューニューカマーの位置付け

このような新たな移住者の可能性に対してジ

（2012）は，ニューカマーの中でも大学・大学院

留学生や社会人として比較的最近渡日した 40 歳

未満の者が多くなっていることを指摘し，かれら

を「ニューニューカマー」と定義している．また，

サトウ（2008）は，1980 年代以降の留学生・就

学生の場合，貧困層や下層労働者ではなく，経済

三河島の住宅街図１
筆者撮影．

新大久保の韓人商業施設図２
筆者撮影．

かしながら，上記の集住地の存在だけでは，近年

の韓人移住までをも説明できるとは言い難い．例

えば，新宿区には韓人の約 12.45％が居住してい

るが，それがいわゆる「新大久保周辺」の人口の

みで構成されているとは限らない．また，オール

ドカマーおよびニューカマーが集住している４区

以外に居住している韓人も多く，韓人人口は 23

区内に満遍なく分布している．特に，かつては外

国人に対する排他的な視線や，移住者が属する社

会階層によって移住者の居住地が制限される側面

があったが，日本社会でも外国人に対して開放的

な雰囲気が広まった．また韓国も経済発展の結

果，海外に送り出す移住者層が高学歴化・専門化

している．このように日韓を取り巻く情勢は大き

く変化しており，近年移住してきた移住者の場合

は，集住の規模が弱く，オールドカマーやニュー

カマーの集住地以外の，賃料の高い住宅地区や都

心部にも多く流入していると考えられる．実際に，

かつて韓人の居住が多かった区では 2000 年代以

降，韓人人口が減少する一方で（表１），港区や

し



―　19　―

的な利点が少ないにも関わらず自己実現のために

渡日する外国人が増加していると指摘している．

すなわち，経済発展が進んだ後の韓国から，教育

資本をもとにホワイトカラー層として渡日した若

年層移住者は文化や生活環境など，より多様な価

値を考慮しながら移住を行うため，従来の移住者

と区分されるということである．しかし，これら

の研究はニューニューカマーの存在に関する実証

までには踏み込んでいないため，かれらの具体的

な特徴や移動経路，集住の動向までは研究されて

いない．

そこで本研究では，ニューニューカマーの規模

を特定し，属性を把握するために，在留資格に基

づいて，上記の条件に当てはまる移住者を抽出す

る．現在，外国人に付与される在留資格 14) のう

ち，オールドカマーに付与される「特別永住者」，

ニューカマーや 40 歳代以上の移住者が高いと判

断される「永住者 15)」，通常，韓人が取得するこ

とのない「定住者」，そして移住に対する本人の

意志を把握できない一部の在留資格 16) を除くと，

近年の韓人が取得している主な在留資格は「教

授」，「芸術」，「報道」，「高度専門職」，「経営・管理」，

「法律・会計業務」，「医療」，「研究」，「教育」，「技術・

人文知識・国際業務」，そして「留学 17)」である．

上記の在留資格は，大卒（留学生の場合は高卒）

以上の学歴と専門的な知識を所持した場合に与え

られるものであるため，ニューニューカマーは，

主に専門職の社会人と高等教育機関に在籍中の留

学生で構成されていると考えられる．2020 年現

在，ニューニューカマーに該当すると考えられる

在留資格を持つ韓人は 56,729 人で，38,086 人

の社会人と18,643人の留学生で構成されている．

特別永住者を除く韓人人口が 162,627 人である

ことを踏まえると，全体の移住者のうち少なくと

も３割程度がニューニューカマーであると考えら

れる．

留学生を移住者に含めるか否かについて，従来

の研究では，留学生は一時的な滞在者にすぎず，

卒業後は帰国する存在と認識されてきたが，近年

の留学生は社会人の約５割の規模を占めると同時

に，数年後にはもう１つの主要な集団であるホワ

イトカラー労働者の一部にもなり得る．例えば，

韓人の社会人および留学生の流入パターンは大き

く３つに分かれており，１）大学・短期大学を韓

国で卒業してから就職を機に渡日する，２）韓国

で高校・大学を卒業し，その後の高等教育を受け

るため渡日する，もしくは３）留学生として渡日

し，高等教育を受けた後，そのまま日本で就職し

て在留資格を変更する，という３つのケースが考

えられる．毎年約18,000人の社会人 18) と約5,000

人の留学生 19) が日本に新規入国しているが，留

学生の場合，日本の高等教育機関での教育終了

後，約３分の１がそのまま日本で社会人になると

言われており 20)，社会人になった留学生の平均

勤続年数を５年と仮定すると，社会人全体のう

ち約 6 〜 7,000 人が日本での留学経験者であり，

ニューニューカマー社会人のうち留学経験者が２

割近くを占めるということになる．また，日本国

内の大学院に進学する韓人留学生も毎年約 1,000

人前後を記録するなど（表２），結果的には留学

生の半数以上が日本において長期滞在することに

なることから，留学生の存在は無視できない規模

日本国内 母国 その他の国
小計 不明 合計

就職 進学 その他 小計 就職 進学 その他 小計 就職 進学 その他 小計
2014 年 924 917 449 2,290 403 104 947 1,454 16 39 26 81 3,825 234 4,059
2015 年 1,133 1,147 454 2,734 365 70 800 1,235 16 29 123 168 4,137 276 4,413
2016 年 1,299 1,206 380 2,885 416 106 841 1,363 14 24 72 110 4,358 309 4,667

日本学生支援機構内部資料より作成．

日本における韓国人留学生の進路状況表 2

（人）
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になってきていると考えられる．日本学生支援

機構の外国人留学生在籍状況調査結果によると，

2019 年における韓国人留学生 18,338 人のうち，

高等教育機関在籍者は 15,977 人であり，留学生

全体における割合は非常に高く，韓人にとっての

留学は，短期間の海外経験や出稼ぎの手段という

よりは，キャリア形成のための第一歩である可能

性が高いと思われる．したがって，本研究では，

若年層の社会人に加えて留学生も対象とし，かれ

らの属性や移住行動を明らかにすることを試み

る． 

Ⅳ　東京大都市圏における韓人ニューニュー
カマー移住者の属性および移住行動

本章では，東京大都市圏における韓人ニュー

ニューカマー移住者に対して，アンケートおよび

インタビュー調査から，かれらの属性と基本的な

移住行動を明らかにする．アンケートの回答者は

男性 67 名，女性 81 名で，年齢層は 20 〜 24 歳

が 19 名，25 〜 29 歳が 69 名，30 〜 34 歳が 40

名，35 〜 39 歳が 12 名，40 〜 44 歳が６名，そ

れ以上が２名である21)．以下の分析にあたっては，

回答者を社会人と留学生に分類し，さらに留学生

は国費留学生と私費留学生に分類した．回答者の

うち留学生は 71 名（国費留学生 48 名，私費留

学生 23 名），社会人とその他を合わせて 77 名と

なっている．在留資格をみると（表３），国費留

学生と私費留学生のほとんどは留学 22)，社会人

の多くは技術・人文知識・国際業務の在留資格を

取得しており，永住者は１名（25 〜 29 歳）を

除く全員が 40 歳代以上であった．

このうち，インタビュー回答者の基本属性は以

下の通りである（表４）．アンケートと同じく，

回答者は国費留学生，私費留学生，社会人に分類

できるが，社会人の過半は日本での留学経験があ

る．学生の専門分野は日本関連の専攻に偏らず多

岐にわたっており，社会人の場合は IT 関連企業

従事者が多い．

１．渡日目的

アンケート回答者の渡日目的をみるとキャリ

ア志向が強くうかがえる（図３）．国費留学生の

場合は大学院留学を目的とする者 23) が最も多く，

社会人の場合は就職のために渡日した者が 37 名

と最も多いが，大学・専門学校・日本語学校・大

学院留学を目標とした者は合計 25 名であり，留

学後も日本に残留する者が相当数存在する．駐在・

結婚・家族の移住などを理由として移住するケー

スは少ない．

日本の中でも東京を目的地とした理由（複数回

答可）としては，「キャリア形成」，「東京の都会

的な環境やインフラ」，「本人の学校」を選択した

者が多い（図４）．社会人の場合は同じ仕事でも

勤務地を選べる可能性が高いため，東京という都

市に対する期待感がより高いと考えられる．どの

集団にも一定数みられる「故郷からの距離」につ

いては，韓国を行き来する際の飛行機の便数，特

に韓国の地方都市への直行便が多いことから，距

離的な制約が少ないことを意識したと考えられ

る．また，欧米諸国に比べて韓国へ行き来しやす

経営・管理 研究
技術・

人文知識・
国際業務

技能 技能実習 留学 永住者 日本人の
配偶者等

永住者の
配偶者等 特別永住者 その他

社会人 0 3 56 1 0 0 6 2 0 0 6
国費留学生 0 0 0 0 0 49 0 0 0 0 0
私費留学生 2 0 2 0 0 20 0 1 0 0 0

合計 2 3 58 1 0 69 6 3 0 0 6

アンケート回答者の在留資格表３

アンケート調査結果より作成．

（人）
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インタビュー回答者の基本属性表４

番号 職業 専門分野・職種 性
別 年齢

最後に
渡日した

年

東京に
移住した

年
移住の目的

1 国費留学生 学生（政治理論） 男 20 歳代 2014 2014 留学
2 国費留学生 学生（経営学） 女 20 歳代 2014 2014 留学
3 国費留学生 学生（社会学） 女 30 歳代 2013 2013 留学
4 国費留学生 学生（メディア研究） 女 30 歳代 2013 2013 留学
5 国費留学生 学生（政治学） 男 30 歳代 2015 2015 留学
6 国費留学生 学生（歴史学） 男 30 歳代 2013 2013 留学
7 国費留学生 学生（芸術学） 男 30 歳代 2014 2014 留学
8 私費留学生 学生（工学） 女 20 歳代 2016 2016 留学
9 私費留学生 学生（音楽） 男 20 歳代 2017 2017 留学
10 私費留学生 学生（教育社会学） 女 30 歳代 2008 2008 語学留学
11 私費留学生 学生（法学） 男 30 歳代 2013 2013 留学

12 国費留学生→社会人 コンサルティングファーム勤務
（コンサルタント） 男 20 歳代 2016 2016 留学

13 国費留学生→社会人 IT 会社勤務（戦略部門） 男 30 歳代 2014 2014 留学
14 国費留学生→私費留学生→社会人 IT 会社勤務 女 30 歳代 2006 2010 留学
15 私費留学生→社会人 金融系会社勤務 女 20 歳代 2012 2012 留学
16 私費留学生→社会人 ゲーム会社勤務（エンジニア） 女 20 歳代 2008 2008 留学
17 私費留学生→社会人 製鉄系会社勤務 男 20 歳代 2013 2015 留学

18 私費留学生→帰国→私費留学生→
社会人 メディア系スタートアップ会社勤務 男 30 歳代 2016 2016 留学

19 私費留学生→社会人 写真スタジオ勤務 男 30 歳代 2007 2007 ワーキング
ホリデー

20 社会人 IT 系会社勤務（企画部門） 男 20 歳代 2017 2017 就職
21 社会人 IT 系会社勤務（エンジニア） 女 30 歳代 2016 2016 就職・結婚
22 社会人 研究所勤務（ポスドク研究員） 男 30 歳代 2016 2016 就職・研究
23 社会人 建築会社勤務（インテリアデザイナー）女 30 歳代 2017 2017 就職
24 社会人 化粧品会社勤務（研究開発部門） 男 40 歳代 2015 2015 就職

インタビュー結果より作成．

アンケート回答者の渡日目的（単位：％）図３
アンケート調査結果より作成．
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いため，故郷の家族・知人とのつながりを維持し

やすい点も理由となっているであろう．以上から，

回答者は韓国国内では形成できない国際的なキャ

リア，中でも高等教育機関への留学や現地企業へ

の専門職としての就職を目論んでおり，そのよう

な環境が整っているとともに，国際的な人材に対

する需要がある東京が移住先となったことがわか

る．

しかし，インタビューから得た移住動機に関す

る言説（表５）では，必ずしも移住先が日本で

回答者 言説

回答者 2
（20 歳代，
国費留学生）

子供の頃，親の留学がきっかけで小学校の途中まで日本で通って帰国して，また親の仕事の都合で高校時代にま
た日本に来て，大学は韓国で卒業して，修士でまた来たので行き来が多かったです．父が日本での留学を経験し
たこともあって，韓国の大学院生がいかに人権がないかを分かっていたので，体のためにも留学した方が良いと
勧めました．…その決定自体が，外国で留学しよう，というよりは釜山で生まれ育った子がソウルで学校や会社
に通うのと似てると思います．過去の経験もあって言葉も難しくなくて，見た目も似ているから気楽に海を渡っ
て来れたのかと思います．

回答者 3
（30 歳代，
国費留学生）

流れ流れて来た感じがします．特に大きな目的はなくて（奨学金に）受かったから来たというくらいで，後は就
職がしたくなくてモラトリアムが欲しかったです．韓国にいるだけでは難しいですけど，日本でお金がもらえる
なら大丈夫ですから．もしアメリカからもらえたらアメリカに行ってたと思います．…また，コンサルティング
に興味があって，修士を卒業してから機会があればコンサルティングファームに就職したいという気持ちもあり
ました．…経歴を積むつもりで．…学位も取れて，経験も積めて，人脈も友達も手に入れられるからです．

回答者 8
（20 歳代，
私費留学生）

韓国で修士まで終わらせた状態で留学をしようとしていましたが，アメリカは学期がずれているせいで 1 年は
待たなければならなかったり，アメリカでなくても良い学校はあるんじゃないかと思いました．…（高校時代に
一人でオランダ留学をしていて）オランダで一人暮らしをするのがすごく辛かったので，一人で遠くに住むより
は家族と近いところに住みたかったです．たまたま東大の先生にメールを送ったら 2 時間後にコメントでいっ
ぱいの返信をいただいて，来るなら奨学金も用意するとのオファーもいただきました．当時の指導教官から，こ
こまで東大の先生に言われるなら行った方が良いと言われましたので（渡日を決心しました）．

回答者 11
（30 歳代，
私費留学生）

法学は留学先の選択肢が大きく 4 カ所あって，最初はフランスを勧められましたが，言語的・金銭的な問題があっ
たので選択しませんでした．…他の候補として選択できたのがドイツと日本で，ドイツは距離が遠いので心理的
な部分（負担）もありましたし，当時は（今は家内になった）彼女との結婚を進め始めていた時期で，結婚直後
に留学するのも心配されると思って…家内の専門が日本語でしたので，日本なら拒否感もなく，言葉も通じるだ
ろうと思って日本に来ることを決めましたが，特に東京に来たのは資料への近接性で…今の大学から母校に本を
よく送っていただいていて，勉強しているうちに親近感が湧いたのもあって今の大学を志望して…（受かりまし
た）．

回答者 12
（20 歳代，

社会人）

気になっていました．学部生としてできることは消費することだけで…自分でお金を稼いでみて辛いことも経験
してみないと日本社会のあり方は分からないと思っていましたしし，どうせなら日本とのビジネスを経験するの
も良いと思いました．

回答者 14
（30 歳代，

社会人）

昔日本で数学のパズル本が流行った時代があったらしいです，江戸時代に．その話を（本で読んで），数学をあ
れだけ楽しむ国で勉強できたら楽しいんだろうなと思って（いました）．中学時代から日本語の勉強をしていま
したが，高校入ってから忙しくなって一旦やめました．たまたま先生から国費留学の情報を聞いて（やり直しま
したけど），情報がなかったです．過去に挑戦した知り合いも，過去問もなくて．…不満があるなら，中学生の
頃（思ったことがあって），自分の器量はこれくらいで，ここでここまで出来るとわかっているのに，当時の入
試制度では自分の器量は評価されないんだろうなということに気づいたんです．

回答者 15
（20 歳代，

社会人）

高 2 の時に１カ月ほど学校主催のホームステイのような交換留学があって日本に来たのがすごく良い思い出で
した．その時に出会った人たちや（ホームステイの）家族を含め，生活がすごく楽しかったのもありますし，私
の専門は経済学なのですが，韓国より経済規模の大きい日本で勉強してみたいなという思いもありました．（日
本語は）高校の第二外国語でも習いましたが，中学生の頃日本のドラマや音楽に触れる機会があったので，その
時から少しずつ独学したり，１カ月の生活（ホームステイ）で書き言葉の日本語と話し言葉の日本語が分かっ
てきて，それをきっかけに留学をしてみようと決めました．留学を決めてから（入試専門の）塾に通いながら 7
〜 8 カ月ほど準備しました．

回答者 24
（40 歳代，

社会人）

今の会社はアジアの化粧品研究開発部門では最も規模の大きい会社です．その会社のハブ機能をする研究所に勤
められることは良いキャリアでしたので場所はそこまで考えていませんでした．妻も同じ業界の人でしたので，
同じセンターで働けるように配慮してもらって，一緒に採用されました．…文化的には辛かったです．夫婦どち
らも日本語がわからない上に，仕事場では英語を使うので…日本語を習うとしても日本を出ると必要なくなりま
すし．

（）は筆者による加筆である．
インタビュー結果より作成．

移住動機に関するインタビュー回答者の言説表５
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ある必要はなかったこと，一方で，近隣国の日

本への移住の方が欧米都市への移住に比べて機会

が多く，比較的移住しやすいことが日本への移

住を決定づけたことも読み取れる．回答者の中

には 1980 年代から日本への移住者が増加した際

に，家族滞在の形で幼少期に渡日し，数年間の日

本滞在経験を持つ者が多い．また，日韓の間では

若者のための奨学金や交換留学，文化交流の機会

も多く，事前に気軽に移住を体験できるという．

ただし，機会が多いということは，わずかな準備

でも移住が可能であることも意味するため，一部

の回答者の移住動機は漠然としており，趣味嗜好

に左右される面も見られる．例えば，回答者 24

のようにグローバル企業への転職によるキャリア

プランを徹底的に計算して移住を行う者もいる一

方で，「モラトリアムが欲しかった」と述べる者

（回答者３) や，「数学をあれだけ楽しむ国で勉強

できたら」（回答者 11)，「韓国より経済規模の大

きい日本で勉強してみたかった」（回答者 15) の

ように曖昧なイメージが移住のきっかけとなった

者もいる．一部ではキャリアの他に，日頃から楽

しんでいた日本文化（ゲーム，アニメ，アイドル

など）を日本本土で楽しみたかったという者や，

日本文化に触れる中で日本での生活に対する関心

が高まったという者も存在する．すなわち，かれ

らの中では，留学や就職，モラトリアムの延長と

いった，どの地域でも成就可能な目的が先にあり，

それを実現できる場所や機会を求めていたのであ

る．東京への移住はそれ自体が目的になるわけで

はなく，数ある選択肢のうちの１つであり，奨学

金や内定などの偶発的な，しかし東京であるから

こそ起こる可能性の高い要因により決まることも

多いということになる．

移住先が日本である必要性はあまり高くないた

め，日本語能力や日本文化に対する関心の度合い

も移住と強い連関を持たない．回答者の中では，

一般的に文系の留学生および社会人の日本語能力

は高い一方，英語を共通語とすることの多い理系

の学生・社会人には日本語未学習者が多いなど，

日本語能力には個人差が大きいが，いずれも日本

語に対して重い負担は感じていないように見える．

２．日本における居住期間

移住後の日本における居住期間をみると，合計

滞在期間（図５）と最後の渡日以降の居住期間（図

６）が異なっていることから，多くの移住者は日

本への移住が複数回に渡っていることがわかる．

全般的には１年以上の長期居住者が多いが，留学

生は３年を境にその数が急減する一方で，社会人

はより長期に及んでいる．これは，留学生の場合，

日本における合計居住期間（単位：人）図５
アンケート調査結果より作成．

日本における最後の渡日以後の居住期間
（単位：人）

図６

アンケート調査結果より作成．
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卒業とともに自発的に帰国する者や，就職先が決

まらず，在留資格を切り替えられなかった者，兵

役で帰国を余儀なくされる者が多いが，社会人

として渡日すればそのような期限は切られないた

め，居住がより長期化するからと考えられる 24)．

 

３．今後の移住計画

将来の移住計画については，東京での定住志向

が目立つものの，それは直近の数年間に限った計

画・希望であり，日本での永住を意味してはいな

い．アンケート回答者の半数以上は東京に居住し

続けたいと答えている 25)．具体的には，国費留

学生（48 名中 26 名）と社会人（78 名中 41 名）

は東京での居住を希望する比率が高く，私費留学

生は帰国希望者が７名，東京滞在希望者が９名，

第三国への移住希望者が５名であった．理由とし

ては，現在の職場での就労継続や，学校卒業後の

就職を挙げる者が多いが，国費留学生の場合は進

学希望者（19 名）も多く，学生の場合，学業を

終えるまでは東京にいたいという意味であるとも

解釈できる．また，将来の希望やその理由につい

て「特に計画はない」と答えた者も 32 名と，全

体の２割程を占めており，特定の場所に対して強

い希望を持たない移住者も多いことがわかる．

インタビューからは（表６），回答者の東京居

住の計画が永住を意味するわけではなく，今後数

年のみを見越した計画であり，また移住先は状況

に応じて柔軟に変化し得ることが明らかである．

多くの回答者は日本や東京を最終的な目的地とい

うよりは，留学や就職，転職を求めた結果，たま

たまたどり着いた場所として認識しており，移住

を決心する段階では東京に行く理由があったが，

それが東京での永住を意味してはいないため，今

後のキャリアのためなら他の地域へ移住すること

回答者 言説

回答者 7
（30 歳代，
国費留学生）

家族との相談をもとにその都度（決めるという感じです）．博士課程という目の前の難関を通り抜けて学位取得
までは今のまま頑張って，その後の進路は，できれば韓国以外の国で居住すること（を目標としています）．子
どもが障害持ちでもあるので，親が夫婦の器量を合わせた時に最も効率の良いところに向かうということですね．
例えば，二人とも学位を取得した時に，収入面が韓国より日本にいた方が低ければ他を模索する，その時の状況
を考えて，ということです．

回答者 10
（30 歳代，
私費留学生）

特に住みたい国というものはなくて，国は関係ないです．ただし，条件の方が大事です．まず治安が良くて，現
代的な文化生活と各種施設があればいいです．それさえあれば発展途上国でも大丈夫です．また，職業によって
動くだろうなとは思います，それが自分の職業であれ，（結婚）相手の職業であれ．

回答者 12
（20 歳代，

社会人）

短期的には，若いうちにできれば 2 〜 3 カ国には行きたいです．短くて 6 年，長くて 10 年．その後に特に住み
たいという希望はありませんが，できれば日本に住むと思います．永住権があれば韓国を行き来できるとも聞い
たので，行ったり来たりしながら暮らしたいです．楽しそうで，新しい環境を体験してみたいです．…東南アジ
アの途上国だと今から始まるところでもありますから，自分が行って（会社の）体系を新しく作れるのではない
かという漠然としてた期待だけですけどね．

回答者 15
（20 歳代，

社会人）

日本が韓国からすごく遠いわけでもなくて，最近はスマートフォンやカカオトークのような連絡手段も発展して
いるので，国は違っていても遠くないというか，親から独立する感じです．親から独立して，距離は国が違うく
らい遠くなっても実質的に心の距離が遠くなるわけではないので，移住に意味を置いたことはない気がします．
…たまたまここまで来た感じで，だからと言って後悔したりはしてなくて，今このままいてもいいんだろうなと
いうくらいです．

回答者 16
（20 歳代，

社会人）

（日本人と）結婚をしたので，現在としては何か理由がない限りは日本に住むつもりで，永住権も申請するのか
なと思っています．ビザを申請するのが面倒くさいんです．単純にビザの申請をしなくても良いのが便利だとい
う認識はあります．帰化のようなことは考えていませんが，単純に毎回品川に行くのが面倒くさいから永住権を
取る，というくらい（です）．

回答者 22
（30 歳代，

社会人）

まずは仕事のクオリティによりますね，なぜなら最近は競争も激しくて良い職もないので，良い職場があればそ
こに暮らすという人も多いですし…僕の場合は決まっていることはないです．外国にも住みそうですし，例えば
日本ではない国にも行けそうですし．人にもよるとは思いますが，僕ならどんなキャリアを積むかによって決ま
りますし…．

（）は筆者による加筆である．
インタビュー結果より作成．

今後の移住計画に関するインタビュー回答者の言説表６
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も可能と捉えているのである．回答者たちは，す

でに日本での移住経験を持っているために，移住

を人生の中で頻繁に発生するイベントとみなして

おり，さらなる移住についても躊躇しない．移住

している今の状態を「親離れをして一人暮らしを

すること」のように表現する回答者も存在する（回

答者 15)．一方，留学生の場合，就職のためには

欧米での勉学・研究経験があることが望ましいた

め，機会があれば英語圏での留学・就職活動を行

いたいと答えた回答者も多い．このような回答か

ら，かれらの移住が今後も続くことが容易に予想

できる．

一方，永住を積極的に考慮する回答者は回答

者 14 と回答者 16 で，その理由はそれぞれ「今

のライフスタイルに満足しているから」と「配偶

者が日本人であるから」であった．インタビュー

回答者のうち永住権を取得した者は皆無であった

が，申請中か申請予定の者は数名存在する．ただ

し，永住権取得を考慮する理由は，「毎回入国管

理局に行って時間と精神を消耗されるのが嫌だか

ら」といった手続き上の心地悪さ，もしくは「帰

国することになった場合は取り消すことも可能で

あるため，保険感覚で申請しておきたい」など，

日本での永住そのものよりは副次的な要素による

ものである．永住権取得を最も慎重に考慮してい

たのは，最も短時間で申請資格が与えられる，高

度専門職の在留資格を持つ回答者 24 であった．

回答者 24 によると，高度人専門職から永住者へ

切り替えると，高度専門職の特典として提供され

ていた親の呼び寄せやメイドの呼び寄せなどが不

可能となる上に，韓国における金融取引と住宅売

買が非常に困難になるため，定住と日本での住宅

購入が確実にならない限りは，資格要件を満たし

たとしても性急に永住権を申請することはないと

述べており，永住と永住権はかれらの目標ではな

く，現在の滞在をより円滑にするための手段であ

ることがわかる．

Ⅴ　ニューニューカマーの分散居住と
コリアタウン利用

次に，アンケート回答者の居住地選択およびそ

の選択に至るまでの判断基準などから，東京にお

けるニューニューカマー移住者の居住地の特徴お

よび集住傾向を明らかにする．さらに，インタ

ビュー回答者による居住履歴と大都市圏内部にお

ける再移住の経緯についての説明から，回答者全

体に共通する傾向の有無を確認する．加えて，居

住地選択の過程においてエスニックなつながりを

いかに重要視するのかを，コリアタウンへの訪問

やオンラインコミュニティへの参加などの面から

明らかにする．

１．居住地分布

アンケート回答者の居住地分布を見ると（図７，

図８），圧倒的に多くの回答者（122 人）が東京

都に居住している．そのうち，東京都区部外に居

住しているのは 10 名のみであり，その多くも立

川駅付近，国立駅付近など中央線沿線に居住して

いる．16 名が東京都以外の首都圏に居住してい

るが，そのうち神奈川県居住者が多数を占め（12

名），千葉県居住者は３名，埼玉県居住者は１名

である．神奈川県居住者の場合，都内への通勤が

容易な川崎市，横浜市居住者がほとんどである26)．

東京都区部内では回答者たちの集住はみられ

ず，23 区全域に渡って分散居住している．新宿

区大久保に居住する回答者１名を除くと既存の集

住地内に居住する者はいなかった．新宿区内にお

いて回答者が多く住んでいるのは新大久保付近で

はなく新宿区に立地する学校周辺，もしくは通勤

に容易な地区である．学生回答者が集住するよう

にみえる目黒区，文京区は，韓人の集住というよ

りは留学生向けの寮に入居した学生や大学周辺で

の一人暮らしをする学生によるものである 27)．

居住地選択において考慮した条件（図９，複数

回答可）については，148 名中 133 名が「通勤・
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東京都都区内におけるアンケート回答者の居住地分布図７
アンケート調査結果より作成．

首都圏におけるアンケート回答者の居住地分布図８
アンケート調査結果より作成．
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通学の近接性」を挙げており，「家賃」，「繁華街

までの距離」，「治安」がその後に続いている．こ

れらの条件は一般的な日本人若年層が居住地選択

をする際の考慮条件とあまり差がない．「外国人

向けの物件がある地区」を選択したのは 17 名で，

国籍が問題になる事例はあるが，最終的には条件

に合わせた物件探しができたものとみられる．集

団別にみると，社会人（77 名のうち 28 名）よ

り学生（70 名のうち 38 名）の方が家賃を重視

しており，治安を考慮しているという回答者は

39 名中 31 名が女性である．いずれも移住より

は職業やジェンダーに起因する条件であった．

さらに，インタビュー回答者の過去の居住地の

変化をみると，現在の居住地が分散しているだけ

でなく，過去の居住地においても特定の地区にお

ける集住は行われていなかったことが確認でき

る（図 10）．東京における居住歴と引越し回数の

間に明確な関係は認められず，進学，就職，結婚

などのライフステージの変わり目に引っ越す傾向
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インタビュー回答者の居住地変化図 10
インタビュー調査結果より作成．

アンケート回答者の居住地選択における
考慮条件（単位：人）

図９

アンケート調査結果より作成．
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が強い．居住地変化のパターンは大きく３つに分

かれており，学校や会社の近隣地区へと引っ越す

パターンと，最初は寮もしくは社宅に入居し，東

京での生活に慣れていくにつれて通勤に便利な鉄

道路線沿線に引っ越すパターン，さらには職場や

特定の地区にこだわらず，東京の各地を転々とす

るパターンがある．特に，留学生の場合は２つ目

のパターンに当てはまることが多く，最初は，入

学前の書類手続きのみで入居可能な留学生寮を居

住地としているが，居住期間に制限があることや

立地・居住環境があまりよくないこと，夫婦室・

家族室が多くないことから，賃貸物件へと移行す

ることが多い．首都圏外縁部において居住経験を

持つ回答者は，大学留学時代の大学キャンパスや

留学生寮の立地に強く影響されたものと考えられ

る．

２．他所としてのコリアタウン

アンケート回答者のうち，韓人の居住地を考慮

して居住地を選択した者，すなわち居住地にエス

ニックな要素を求めていた者は１人も存在しな

かった．インタビューでも，家族や親戚，知り合

いの居住地からの距離を考慮する者は８名存在す

るが，居住地付近の韓人人口やコリアタウンの有

無を考慮した回答者はいなかった．移住者が集住

を求めない場合，かれらの日常的な行動や生活圏

にエスニックな要素は含まれているのかを確認す

るために，アンケートではコリアタウンとの関係，

およびエスニックなコミュニティの存在について

も調べた．

コリアタウンに関しては，多くの回答者はコリ

アタウンをある程度定期的に訪問している（図

11）．コリアタウンを全く訪問しない回答者は，

社会人のうち５名，国費留学生のうち 10 名，私

費留学生のうち４名のみである．訪問の頻度とし

ては「１カ月〜３カ月に１回以上」か「年に１回

以上」という回答者が多く，「週１回以上」およ

び「半年に１回以上」という回答は相対的に少な

かった．訪問するコリアタウンとしてはほぼ全員

が新大久保を挙げており 28)，新大久保以外の目

に見えにくい集住地は多くの回答者には認識すら

されていないと推測できる． 

コリアタウンへ行く目的（複数回答可）は「飲

食店利用」（91 名），「食材や生活用品の購入」（57

名）や「知り合いに会うため」（46 名）などであ

り，一方で「郷愁」（４名）は少なく，情緒的な

側面よりは飲食・生活用品購入・出会いの場とし

ての性格が強い．また，エスニックな料理に対す

るこだわりは個人差が激しく，インタビュー回答

者の中では日本料理を好んで食べる，もしくは外

国に出た以上，その国の料理を食べたいという者

や，定期的にコリアタウンで飲食および食材購入

をする者，新大久保には行くが韓国料理に限らず

多様なエスニック食材を買う者，韓国料理は実家

から定期的に送ってもらうという者など多様であ

ることがうかがえる．日本の場合，食材が韓国と

似ていることや，韓流ブーム以降は居住地付近で

韓国料理や食材をある程度入手できるようになっ

たこと，そして韓国からの国際宅配の費用は低く，

コリアタウンへの訪問頻度（単位：人）図 11
アンケート調査結果より作成．
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２〜３日で日本に届くために家族や知人から直接

必要なものを送ってもらえることなどがコリアタ

ウンの利用に影響していると考えられる．

コリアタウンに対する印象について（表７），

インタビューの回答者は，「お家では作れない」

本場の韓国料理や，韓国本土のシステムを適用し

た文化施設などが恋しくなった時は新大久保に訪

れているが（回答者 13），コリアタウンが帰属意

識や安心感を与える場所ではないと述べる．その

理由としては，新大久保は「日本人向けに物を売

る，横浜中華街みたいな」空間，すなわち韓流ファ

ンの日本人をターゲットとした飲食店，化粧品店，

アイドルグッズ専門店が立ち並ぶ空間になってい

るため，かえって韓国人の需要や情緒的安心感は

満たせないことが挙げられている（回答者 16）．

また，近年の韓国を知っている回答者は，コリア

タウンで散見できるような，日本人顧客が韓国の

コンテンツに詳しくないことを利用した商品販売

の仕方にも比較的に気づきやすく，そのような状

況を自覚してしまうことの不愉快さや不安感ゆえ

に好きになれないとも述べる（回答者８）．その他，

外国人が非常に少ない東京において，「外国人の

街」として位置付けられる新大久保に滞在すると，

エスニックな満足感よりも日本社会における「外

国人」という他者の表象を背負わされるような感

覚を大きく感じるため，あえてエスニックな空間

そのものと距離を置くケースも見られた（回答者

３）．

このようなコリアタウンとの空間的な関わりの

少なさは，回答者たちが既存の移住者コミュニ

ティとつながりを持たないことにもつながる．イ

ンタビュー回答者のうち，職場や学校の同僚以

外の韓人の知り合いの中で，オールドカマーや

ニューカマーの知り合いがいると答えた回答者は

少数であり，在日本大韓民国民団や在日本朝鮮人

総聯合会での活動をする人もほとんどいない．唯

一，学生時代に在日本大韓民国民団でのボラン

ティア経験を持つ回答者 19 は，「僕が行くと，『こ

ういうところには韓国の若い人はあまり来ない』

と，民団のおじさんたちが喜んでくれていました」

と述べており，つながりの薄さが垣間見える．

しかし，既存のコミュニティに参入しないこと

がかれらの孤立や現地社会への同化を意味するわ

けではない．回答者たちは，既存のコリアタウン

が持っていたコミュニティ機能や情報提供の機能

をコリアタウン内で得ることが難しい代わりに，

回答者 言説
回答者 3

（30 歳代，
国費留学生）

大久保は外国人の街です．外国人の空間．でも私は外国人としての私というのが好きではないですから，その空
間を好きになる可能性も低くなると思います．ですから好きでもなければあまり行くこともないです．

回答者 8
（20 歳代，
私費留学生）

正直あまり好きではありません．客引きも多くて，韓国のイメージが悪くなりそうで下品に見えます．物もたべ
物も化粧品も値段が韓国に比べて高すぎますし，イケメン気取りの人たちが何かを配りながら呼び止めて絡むん
です．これはちょっと違うなと，同じ韓国人がされても嫌なことを日本人がされたらどれだけ気分悪くなるんだ
ろうと（思いました）…韓国人の集まりも多いと聞いてはいますが，…運動と読書会には出ます．親睦のみの会
は行かなくて，目的がある会にのみ出席します．

回答者 13
（30 歳代，

社会人）

暑くなって食欲が失せると韓国料理しか食べたくなくなるんですよ．そうなると地元の韓国料理屋に行くか親に
送ってもらうかですね．韓国のインスタントラーメンを食べるとか．自炊はしないので，新大久保のスーパーに
行くことはないですが，ボッサムやカンジャンゲジャンみたいに，お家では作れない料理を食べるときは行きま
す．…あとは PC ルーム（高速インターネット付きのパソコンが利用できる施設で，主にオンラインゲームをす
る場所として利用される）．1 時間に 500 円で，会員登録をすると 1000 円で 8 時間（利用できます）．

回答者 16
（20 歳代，

社会人）

昔の新大久保は韓国に対してホームシックになった人がいる街のようなところでしたが，今は日本人向けに物を
売る，横浜中華街みたいな色が強くなった気がします…（この前訪れた時は）ホストみたいな人に何かを配られ
たんです．よく見たらアイドルのようで．すごく変わりましたね．

（）は筆者による加筆である．
インタビュー結果より作成．

コリアタウンに対するインタビュー回答者の言説表７
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オンラインコミュニティ 29) を通してその機能を

補っている（図 12）．アンケートでオンラインコ

ミュニティを利用すると答えた回答者は全体の約

2/3（99 名）であり，利用する理由（複数回答可）

としては，情報共有のため（81 名）が最も多く，

個人間の連絡のため（25 名），新しい人に会うた

め・中古品の売買（それぞれ 22 名）などがあっ

た．オンラインコミュニティを利用しない回答者

は，利用しない理由として必要性を感じない（44

名），時間がない（９名）などの理由を挙げている．

Ⅵ　ニューニューカマーの居住地から見る
エスニシティ

上述した調査結果を総合すると，２点の知見を

導出できる．１点目は，東京における韓人の中に

は，従来の研究が指摘していたオールドカマーと

ニューカマーに加え，新たな価値観と行動様式

を持ちながらトランスナショナルな移住をする

ニューニューカマーが存在していることである．

韓人に関する既存研究は，戦前から続いてきた日

韓間の特殊な歴史的関係に起因するオールドカ

マーや，1970 〜 1980 年代に出稼ぎ目的で渡日

したニューカマー，および両者の関係に注目して

いた．両者は，移住の動機，国籍，アイデンティ

ティなどに差があるとはいえ，日本で定住する点

や，渡日後に集住しながらエスニック・コミュニ

ティに頼ってきたという点では類似している．

一方で，今までニューカマーの一部として扱わ

れてきたニューニューカマー移住者の場合，オー

ルドカマーはもちろん，ニューカマーともその属

性に差がある．かれらは，経済的には必ずしも上

流階層ではないが，経済発展の進んだ韓国で教育

を受け，学歴を活かして海外でホワイトカラー労

働者層として働くために，もしくはその前段階と

してグローバルな教育を受けるために海外移住を

試みる層である．かれらは，オールドカマーや

ニューカマーとは違い，永住目的の労働移住では

なく，本人のキャリアプランに合わせた中長期滞

在型の移住を実践している．かれらにとっての東

京は，かれらが国際的に活躍するにあたってその

舞台となり得るような，数あるグローバルシティ

のうちの１つの選択肢である．また，現在は日本

でキャリアを築いていても，その生活が一生続く

ものであるとは考えず，職業によっては，帰国や

第三国への移住，日韓間の往復生活等の可能性を

積極的に検討する． 

２点目に，かれらの東京における居住地は市内

において完全に分散しており，その分布はニュー

ニューカマーの属性および東京の空間的特徴に起

因するものである．ニューニューカマーは本人の

キャリアや言語能力，韓国で培った人的ネット

ワークを十分に活用できる環境に置かれているた

め，エスニック・エンクレイブ内での集住の必要

性をあまり感じない．また，新大久保のコリアタ

ウンは日本人をメインターゲットとして商業施設

を展開しているためにニューニューカマーのエス

ニックな需要を満たすことができず，集住地とし

ての魅力を失っている．さらに，オールドカマー
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図 12

アンケート調査結果より作成．
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とニューカマー間のつながりの薄さのために，居

住地やコミュニティが分断された状況は，ニュー

ニューカマーの吸収力を弱める要因として作用す

るとも考えられる．その結果，ニューニューカ

マーは既存の集住地の立地に縛られることなく分

散し，必要に応じて集住地の飲食店，食材店のみ

は利用するが，集住地で得られないコミュニティ

の機能は物理的な空間から分離させて，オンライ

ン・コミュニティの形で補う．

また，ニューニューカマーの属性に加え，東京

という都市の住宅形態や賃貸の方法，そしてエス

ニックな人口構成の違いも居住地分布に影響して

いると考えられる．まず，集住が起きづらい理由

として，東京で多く見られる一人暮らし向け住宅

の存在が挙げられる．例えば，欧米都市における

住宅は，広い面積と複数の部屋で構成された家族

向けの住宅であることが多く，家賃を安く抑えた

い単身移住者はルームシェアをするのが一般的で

ある．その際に，生活習慣の差によるトラブルを

避けるため，類似した文化を持つルームメイトを

探す傾向があり，民族別の集住が比較的起きやす

い．しかし，戦後の東京では一人暮らし向け住宅

が大量に建設されたため，単身者であっても自

由に都市各地で居住地を探すことができる．ま

た，不動産業者のウェブサイトを通じてこのよう

な物件を探しやすくなったことにも注目が必要で

ある．不動産情報サイトなら，多少言語が不自由

な外国人でもゆっくり物件探しができ，またひと

つの鉄道沿線に立地した複数の地区を比較するこ

とも可能であるために，韓国系の不動産業者や知

人に頼る必要性も低くなり，特定の地区に制約さ

れずに移住先を選択できる．特に，近年は外国人

人口の増加に伴い，外国人顧客に対応できる不動

産会社も増加しており，居住地選択の障壁が低く

なったことも居住地分散の要因として考えられ

る．

さらに，東京には移住者が手軽に利用できる社

宅および学生寮が多い点も特徴的である．社宅や

学生寮は，地価の影響を受けるため，必ずしも会

社や学校に隣接している訳ではなく，通勤面では

不便な場合もあるが，入居の手続きが一般住宅の

賃貸契約に比べて簡単であるため，入国前に契約

できる，もしくは外国籍でも断られないという面

で移住者にとっては良い居住地となる．ただし，

すでに立地が決まっている社宅や寮に入居するこ

とは，移住者個人が居住地区を選べず，居住地選

択に影響を及ぼすことを意味する．このような住

宅形態や賃貸方式は欧米都市中心の移住研究では

議論されなかった，東京における特殊な住宅事情

によるものであると考えられる．

エスニックな構成の面では，東京は，移住者の

絶対数も少なく，民族的な多様性もあまりないた

め，エスニックなセグリゲーションがおきる地区

も相対的に少ない．また，韓人オールドカマーの

ように，主流社会からの差別を避けるためにわざ

と目に見えにくい形で集住する場合もあり，後続

の移住者が集住地の存在に気づかないこともあ

る．さらに，最近の東京における外国人はアジア

出身であることが多く，外見だけではエスニシ

ティがわかりづらいことや生活様式が似ているこ

とからも，エスニックなセグリゲーションが比較

的起きづらいと考えられる．セグリゲーションが

起きづらいということは，地区別の治安，教育，

生活水準の偏差が少ないことでもあるため，外国

人が居住地を選択する際に，特定地区に対する選

好や忌避が強くなることもなく，通学・通勤の利

便性などの条件をより考慮できるとも考えられ

る．

Ⅶ　おわりに

本研究は，東京における韓人ニューニューカ

マー移住者を事例に，トランスナショナルな移住

者の移住行動と居住地選択，そして都市空間の関

係を明らかにしようとした．事例調査からは２点

の知見が導き出せる．

第１に，東京におけるニューニューカマー移住
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者は，留学生やホワイトカラー労働者層で構成さ

れたトランスナショナルな移住者である．オール

ドカマーやニューカマーといった従来の移住者は

歴史的・経済的な移住の結果，永住を選択した人々

である一方で，ニューニューカマー移住者は留学

や就職を通したグローバルなキャリアを形成する

ことを目標に中長期滞在を行う，トランスナショ

ナルな移住者層である．

第２に，東京におけるニューニューカマー移住

者の居住地分布は完全に分散しており，集住傾向

は見られない．オールドカマーが不可視な集住地

を，ニューカマーが新大久保のコリアタウンをそ

れぞれ形成している一方で，ニューニューカマー

移住者は 23 区全体に分散しており，23 区以外

の首都圏に居住する者は少ない．また，かれらは

既存の集住地とは飲食・食材購入など，一部消費

機能にのみ頼り，エスニックなコミュニティはオ

ンライン上に形成している．このような分散居住

が見られる理由としては，トランスナショナルな

ネットワークを活用できるニューニューカマーの

属性や，ニューニューカマーとは異なる性格を持

つ従来の移住者と集住地の存在，東京の住宅形態，

そして民族構成が挙げられる．

以上の結果を，上述した既存研究に照らし合わ

せると，ホワイトカラー層が中心となるトランス

ナショナルな韓人移住がみられるようになったこ

とや，かれらがニューヨーク，ロンドン，東京な

どの移住先におけるエスニックな空間構造に変化

を加えていることはグローバルシティ全般で見ら

れる現象になりつつあると考えられる．しかし，

東京においてとりわけ移住者の分散居住が顕著に

見られることについて，社会的・経済的な変数や，

インフラ，建築形態など，指標化が可能なデータ

を用いた分析も必要である．また，韓人に加えて，

複数の民族の移住動向を比較することで，グロー

バルシティにおける最新の移住をより包括的に把

握した研究が行われるべきである．これらを今後

の課題とし，グローバルシティにおける国際移住

と都市空間について多様な調査をもとに分析を試

みたい．

本稿の作成にあたり，アンケートおよびインタビュー調

査の実施にご協力いただきました方々に厚く御礼申し上げ

ます．また，荒井良雄先生，梶田真先生をはじめとする東

京大学人文地理学教室の諸先生方・院生諸氏からご指導・

ご助言をいただきました．ここに改めて感謝の意を表しま

す．本稿は，2018 年 12 月に東京大学大学院総合文化研究

科に提出した博士論文の一部を大幅に加筆・修正したもの

で，その骨子は 2019 年日本地理学会春季大会（専修大学）

において発表した．

注

1)「韓国人」は大韓民国の国籍を有する者のみに限る用語

であるが，移住者のエスニシティが必ずしも国籍と一致

するとは限らず，韓国にエスニックルーツを持ちつつも

受入国，もしくは第三国の国籍を有する移住者も存在す

る．イ（2001）は，アメリカにおける韓人を扱った研究

の中で，韓国人，アメリカ市民権取得者，韓国人と外国

人の国際結婚によって生まれた移住者第二世など，韓国

にエスニックルーツを持つ移住者全般を総称する際に「韓

人」という用語を用いている．本研究ではこの概念を踏

襲し，日本における韓人全般を韓人，中でも韓国籍であ

る者を韓国人とする．

2) 本研究では，東京都および神奈川県，千葉県，埼玉県の

１都３県を首都圏とするが，韓人の多くは東京都，中で

も 23 区内に居住しているため，主に都区部を中心とし

て議論を行う．ただし，必要に応じて都区部以外の大都

市圏も参照する．

3) 国費留学生の場合，かつては公式的な会はないまま個人

のつながりが維持されていたが，2013 年に渡日者，中で

も研究留学生と分類される大学院留学生を中心に奨学金

の受給者会が結成された．コミュニティ構成員間の情報

交換は Facebook を通して行われ，東京と大阪では，毎

年，新入生歓迎会や食事会が行われる．年間 30 〜 40 人

ほどが新たに渡日しており，そのうちほぼ全員がオンラ

インコミュニティに加入している．2020 年現在，加入者
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数は 209 人である．アンケートでは，新入生歓迎会で紙

媒体のアンケート用紙を配布して郵送してもらう方式と，

アンケート用紙に記載された QR コードからオンライン

のフォームにアクセスして入力してもらう方式を併用し，

合計 54 部を回収した．

4) 早稲田大学には，2017 年に約 120 カ国から 7,476 人の

学生が留学生として在籍しており，2018 年５月時点で

韓人は 819 人（全体留学生の 14.16％）となっている．

同大学には「早稲田大学韓国人学生会」が組織されてお

り，Facebook には早稲田大学の学生のみが加入できる

非公開グループが作られている．グループの全体加入者

数は 1,388 人で，卒業生も含む．調査は在学生を通して，

Facebook のグループページにアンケート内容とリンク

先の案内を書いた書き込みを掲載してもらい，オンライ

ンで回答を送信してもらう形で合計８件の回答を得た．

5) 終戦後，日本に残留していた韓人は一律に「朝鮮籍」が

与えられたが，これは現在の北朝鮮ではなく，1910 年ま

での国名が朝鮮であったことによる．サンフランシスコ

講和条約以後，1965 年の日韓間の国交が正常化されたこ

とに伴って，韓国籍を選択することが可能となり，日本

の永住権を求める韓人は韓国籍を選択し，永住権を取得

した．一方で，祖国の統一を望む人や北朝鮮を政治的に

支持する者は朝鮮籍を維持してきたが，北朝鮮は日本に

おいて正式な国家として認められていないため，北朝鮮

籍ではない．

6) 高度人材に対しては，「高度専門職」の在留資格を新設

し，活動範囲にも優遇措置を設けた．留学生に対しては，

1983 年に「留学生受け入れ 10 万人計画」が実施され，

2000 年代までに日本と海外諸国をつなぐ人材を養成す

るために 10 万人の留学生を誘致することを目標とした．

同計画は，2008 年に，「グローバル戦略」の一環として，

2020 年までに留学生を 30 万人まで受け入れるという方

針に拡張された．また，元留学生を日本に定住させるた

めの雇用の柔軟化も試みられるなど，積極的な誘致政策

が進んだ．

7)1952 年のサンフランシスコ講和条約によって，戦後の

日本国籍離脱者（韓人および台湾人とその子孫）に与え

られた在留資格である．

8)1873 年，明治政府は東京・大阪・京都３府において区

内牧畜を禁止し，1892 年の警察令で東京市内の皮革産

業関連工場を 1902 年までに移転することを命じたため，

関連業者は現在の荒川区三河島および墨田区木根川へと

移転した（ゾ 2013）．

9) 東 上 野 コ リ ア ン タ ウ ン 公 式 サ イ ト（http://www.

u-korean.com）より引用（最終閲覧日：2018 年 11 月５

日）．

10) 当時は一般的に，東京で外国人が家を借りることは，

外国人に対する社会全般の認識や，保証人制度などのた

めに不可能に近かったが，大久保の場合，歌舞伎町のベッ

トタウンとして機能していたために，建物が老朽化した

り，部屋の構造が一般的な部屋とは異なっていたりして

おり，日本人の借り手が見つからず，次善策として外国

人への賃貸を行う物件が相対的に多かった．特に，韓人

の場合，オールドカマーが所有したマンションに入居す

るか，オールドカマーの情報網を通して住居を探すこと

で，居住地選択の際に頻繁に遭遇するホスト社会からの

差別を回避することができたため，新大久保に集住する

ようになったと考えられる（サトウ 2008）．

11) 現在では新大久保駅から東側には韓国系，西側には中

国・台湾系，ミャンマー系，ムスリム系，タイ系の商業

施設がそれぞれ集中するようになってきた．

12) イ（2011）によると，2010 年の時点に韓人が運営す

る商業施設は合計 473 軒で，そのうち宿泊および飲食業

が 229 軒，娯楽関連のサービス業が 43 軒，その他サー

ビス業が 79 軒，小売店が 65 軒，その他の施設が 57 軒

であった．

13) ここでの関東圏は首都圏とも言われる東京都・神奈川

県・千葉県・埼玉県，関西圏は大阪府・京都府・兵庫県・

和歌山県・奈良県・三重県を範囲の基準としている．

14) 出入国在留管理庁が公表した 2020 年９月現在の在留

資格は，「外交」，「公用」，「教授」，「芸術」，「宗教」，「報

道」，「高度専門職」，「経営・管理」，「法律・会計業務」，

「医療」，「研究」，「教育」，「技術・人文知識・国際業務」，

「企業内転勤」，「介護」，「興行」，「技能」，「特定技能」，「技

能実習」，「文化活動」，「短期滞在」，「留学」，「研修」，「家

族滞在」，「特定活動」，「永住者」，「日本人の配偶者等」，「永
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住者の配偶者等」，「定住者」の 29 種に分類されている他，

一般的には取得できない在留資格として特別永住者も存

在する． 

15)「永住者」は，一般的に５年以上の就労期間を含む，約

10 年以上の滞在を条件に得られる永住権としての在留資

格であるため，最短でも 30 歳代半ばにならないと取得

できない．また，韓人の場合，永住権取得によって韓国

における税制上の不利益が生じることもあるため，日本

での永住が強く見込まれる人のみが永住権を申請する傾

向が強く，これらを踏まえると，「永住者」の在留資格を

取得した者の中にニューニューカマーはあまり含まれな

いことが推測できる．

16)「企業内転勤」および「日本人の配偶者等」，「永住者

の配偶者等」，「家族滞在」は，移住の意思決定に本人の

意志より会社や家族の意向が強く反映されている可能性

があるため，本分類からは外している．

17) 成人移住者が子どもを呼び寄せる場合，未成年者は親

の在留資格によって家族滞在，特定活動，定住者などの

在留資格を得るため，「留学」は実質的には 18 歳以上の，

高等教育機関における留学活動を意味すると考えられる． 

18)「短期滞在」，「家族滞在」，「日本人の配偶者等」，「定

住者の配偶者等」，「定住者」を除いた労働人口数である． 

19) 新たに渡日する留学生の総数は約 7,000 人であるが，

そのうち２年を上限として日本語教育機関に在籍する語

学留学生の存在を考慮すると，高等教育機関に在籍する

学生は年間約 4 〜 5,000 人であると考えられる．

20) 実際，2016 年に「留学」から「技術・人文知識・国際業務」

に在留資格を変更した留学生は 1,422 人であり，新規入

国する留学生の約３分の１が残留するという計算になる．

ただし，韓国人男性の場合，兵役の問題があり，卒業の

時点で一度帰国した後，兵役を終えてから再度就職や進

学を再開するという事情があるため，実質的な残留率は

これより高いと考えられる．

21) アンケート回答者は，首都圏の韓人全体に比べて 20 歳

代後半から 30 歳代半ばまでの回答者が多いが，このよ

うな偏りは，学生の回答者が多いこと，および回答の一

部をオンラインコミュニティから得たために，インター

ネットを頻繁に利用する若年層回答者が多かったことの

影響があると考えられる．

22) アンケートでは，在留資格と職業の両方を聞いており，

本研究で表す国費留学生および私費留学生は，職業を「学

生」と答えたもののみを含む．職業が学生であっても全

員が留学の在留資格を得ているとは限らず，「日本人の配

偶者等」もしくは「経営・管理」の在留資格を持ちなが

ら学業を並行する回答者も存在する．一方で，国費留学

生や私費留学生のサンプルとしてアンケートを回収した

場合でも，卒業後社会人となった者は社会人として分類

している． 

23) 本研究における国費留学生は，研究留学生（大学院留

学を前提に採用された学生）を中心としているため，大

学院生および大学院進学希望者で構成されている．

24) 例えば，回答者 12 は大学３年修了後に兵役のため一度

帰国した後，日本で就職し，再移住している．

25) 東京以外の日本国内に居住すると答えた者は全体で 8

人にすぎず，日本での居住を希望する者のほとんどは東

京居住を希望している．

26) 図 8 では，神奈川県の中でも相鉄本線西谷駅周辺およ

び京急本線浦賀駅周辺において回答者の集住が見られる

が，前者は社宅が，後者は大学付属の寮が立地している

からであり，韓人の集住地ではない． 

27) 特に目黒区駒場の場合，東京大学と東京工業大学の外

国人留学生寮が立地しており，留学初期の学生の入居が

多い．しかし，これらの寮の居住期限は１年と定められ

ているため，次第に都内各地へと分散して居住するよう

になる．私立大学の場合，小規模の寮が都内各地に数カ

所ずつ存在しているため，学生の集住傾向はさらに弱く

なる．

28) 私費留学生全員が新大久保を訪れる一方で，国費留学

生と社会人の一部（12 名）は赤坂，錦糸町，上野にも訪

れている．そのうち，居住地と訪問するコリアタウンが

地理的に近接しているのは１名のみで，居住地との関連

性は認められなかった．

29) 本調査でのオンラインコミュニティは，公開を前提と

した書き込みができ，他人がその書き込みを読んで相互

のやり取りができるようなオンラインサービスを対象と

し，LINE やカカオトークなど，個人間の連絡に特化した
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SNS は除いている．ただし，アンケート回答者はそれぞ

れの認識をもとにオンラインコミュニティに対する回答

を行っているため，多少の誤差がある可能性がある．
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Transnational migration of Korean “new-newcomer” migrants to Tokyo 

metropolitan area and their residential selection

SHIN Jiyeon (Faculty of Education and Integrated Arts and Sciences, Waseda University)

This study investigates the relationship between migration behavior and the residential selection of transnational migrants 

and the influence of this on urban space. Using the case of the Tokyo metropolitan area, the research focuses on Korean “new-

newcomers.” These are relatively young and highly educated migrants who arrived in Japan from the 1990s. The field survey, 

conducted from 2016 to 2018, was based on a questionnaire answered by 151 migrants and in-depth interviews with 24 

migrants. The results suggested the following two conclusions. 

First, new-newcomer migrants in Tokyo are composed of international students and white-collar workers, who can be 

classified as “transnational migrants.” While traditional migrants, such as oldcomers (those who migrated to Japan until 

the early 1950s) and newcomers (who migrated after the 1970s) chose to become permanent residents after migration for 

historical or economic reasons, new-newcomer migrants are distinguished (especially from newcomers) in that they are mid- 

or long-term residents who aim to build a globally appealing career through their experience of studying and/or employment 

abroad.

Second, the distribution of new-newcomer migrants in Tokyo is completely dispersed; there is no tendency to congregation. 

While oldcomers formed (invisible) ethnic enclaves and newcomers have formed Koreatown in Shin-okubo, the new-

newcomer migrants are scattered throughout the 23 wards of Tokyo. They are not concerned with the location of a Korean 

ethnic enclave or distribution of other Korean migrants and desire only consumption functions, such as Korean restaurants 

and supermarkets. Instead of a physical ethnic space, they form online ethnic communities. The reasons for this dispersed 

residence distribution include not only the transnational attributes of new-newcomer migrants, but also other housing and 

residential issues that are specific to Tokyo.

Key words: Migration, Transnationalism, Global city, Korean, Tokyo

Komaba Studies in Human Geography 23 13-37 2020


